




第 65 号（2014 年 10 月発行）　抜刷






































































区          分 注記 （百万円） （％） （百万円） （％）
Ⅰ　当期材料費 761,766 54.0 783,703 51.3
Ⅱ　当期労務費 196,759 14.0 219,807 15.3
Ⅲ　当期経費 1 451,736 32.0 481,532 33.4
　　  　当期製造費用 1,410,261 100.0 1,440,042 100.0
　　　  期首仕掛品棚卸高 107,803 101,151
            合         計 1,518,065 1,541,194
　    　期末仕掛品棚卸高 101,151 106,249
    　　合併による受入 - 7,724





















































































































































Ⅰ　材料費 1,000,000 Ⅰ　直接材料費 800,000
Ⅱ　労務費 700,000 Ⅱ　直接労務費 600,000
Ⅲ　経費 800,000 Ⅲ　製造間接費 1,100,000
　　当期総製造費用 2,500,000 　　当期総製造費用 2,500,000
　　期首仕掛品原価 300,000 　　期首仕掛品原価 300,000
　　　合　　　計 2,800,000 　　　合　　　計 2,800,000
　　期末仕掛品原価 400,000 　　期末仕掛品原価 400,000
　　当期製品製造原価 2,400,000 　　当期製品製造原価 2,400,000
様式Ａ（形態別分類） 様式Ｂ（製品関連による分類）
図表２　製造原価明細書の２つの様式































































３　工業簿記 ・原価計算 （２） ――実務の理解
　テキストで説明される各種の原価計算手法は，実務の世界でどれほど適用さ
れているのだろうか。これを知る手がかりのひとつは，研究者らによるアンケー














































　製造原価報告書 6 は，日商簿記検定 2 級・工業簿記の出題範囲である。直近
6　日商簿記検定では，一貫して製造原価報告書という呼称を用いているため，本節では一部を除いて，
この呼称で記述する。
商　経　論　叢（第 65 号） 95
10 年分（30 回分）では，①第 118 回（2007 年２月），②第 121 回（2008 年２月），
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